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予算事業｜⑥研究時間の確保

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）
活動指標

（アウトプット） 政策評価
2019 2020 2021 2022

文部科
学省

科学技術に関する人材の
養成・活躍促進 42 34 30 26

 卓越研究員事業において公開さ
れたポストに就いた若手研究者
の数

 研究機関に在籍する研究者のう
ち女性の割合

 研究開発者を採用した企業のう
ち、博士課程修了者を採用した
企業の割合

 支援対象の卓越研究員数
 ダイバーシティ研究環境実現イニ

シアティブの支援件数
 サイエンス・インカレへの参加者数
 世界で活躍できる研究者戦略

育成事業における研究者育成
プログラムの対象者数

 技術士登録者数

 40歳未満の大学本務教員数
 大学における自然科学系の新

規採用教員に占める女性の割
合

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミ
ニストレーター組織の整備状況

文部科
学省

科学技術分野の文部科
学大臣表彰 0.2 0.2 0.3 0.3

 科学技術分野における褒章受
章者数を前年度同数以上とす
る。

 若手科学者賞の推薦者数
 科学技術賞の推薦者数
 創意工夫功労者賞の推薦者数
 研究支援賞の推薦者数

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

文部科
学省

先端研究基盤共用促進
事業 14 12 12 13  共用プラットフォームを利用した

課題の一機関当たり平均件数

 共用プラットフォーム形成支援プ
ログラムによる共用プラットフォー
ム数

 新たな共用システム導入支援プ
ログラムにより共用システムを導
入した研究組織数

 コアファシリティ構築支援プログラ
ムによりコアファシリティを構築した
研究機関数

 共用プラットフォームを構成する
機関における１機関当たりの共
用実施課題件数

 共用プラットフォーム数

文部科
学省

先端研究設備整備費補
助 0.1 69 77 0  本事業を通じて整備した先端研

究設備の利用件数
 本事業を通じて、先端研究設

備を整備した機関数

出典）行例事業レビューシート、基金シート
※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む
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参考（研究時間）

出典）文部科学省, リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント人材に係る質保証制度の実施について（令和3年10月29日）
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参考（研究時間）

出典）文部科学省, 令和4年度文部科学省 概算要求等の発表資料一覧（8月）
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参考（研究時間）

先端研究設備整備補助事業｜研究施設・設備・機器のリモート化・スマート化

出典）文部科学省,先端研究設備整備補助事業（令和２年12月24日）「公募説明会資料」
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参考（研究時間）

出典）文部科学省,研究支援サービス・パートナーシップ認定制度（A-PRAS）「認定サービス一覧 概要」
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A-2基本計画に紐づく具体的な取組（施策群）が着実に実施されているか

③女性研究者の活躍促進

育児・介護と研究を両立するための環境
整備やサポート制度等の充実

女性研究者のキャリアパスやロー ルモデル
の提示を推進

実施済・継続

今後実施

新規・大幅拡充統合イノベ戦略第6期基本計画

2021年度：創発的研究支援事業「公募要領」での応
募年齢制限で、博士号取得後期間に出産・育児等の
休業5年、介護の休業最大2年延長。ライフイベントに
応じた研究の中断と延長制度も実施。

ダイバーシティ研究環境実現イニシア
ティブでの環境等整備【継続】

創発的研究支援事業、科研費等の
公募要領で配慮を明記【継続】

戦略的な数値目標設定や公表等

国立・私立大学における取組評価

「女性の職業生活における活躍の推
進に関する法律」の活用【継続】

国立大学運営費交付金等【継続】

私立大学等経常費補助金【継続】

女性の理工系への進学促進の拡充

競争的資金の公募要領で出産・育児休
業期間の考慮を明記

大学等での若手教員採用の年齢制限
で出産・育児休業期間を考慮

2023年に「第5次男女共同参画基
本計画」の達成状況を評価【今後】

ポジティブアクションの展開【継続】

数値目標設定・進捗の公表【今後】

女子中高生の理系進路選択支援プ
ログラム【継続】

理工選択の未来について普及啓発
するセミナーの公開【継続】

男女共同参画に配慮した理数系の
指導者用啓発資料作成【継続】

・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ
：2022年度 11億円（概算要求）
・特別研究員（RPD）による出産・育児等により研究
を中断した研究者の復帰支援：2022年度 9億円
・海外特別研究員（RRA）による海外研究支援

女性活躍促進に向けた取組に必要な経費：2022年
度 11億円（概算要求）

ポジティブ・アクション周知啓発事業：2022年度 8億
円（概算要求）

女性の活躍推進及び両立支援に関する総合的情報
提供事業：2022年度 1億円（概算要求）

育児等と研究を両立させる環境整備

女性の理工系への進学促進

・2022年度：科学研究費助成事業「公募要領」で若
手研究の応募要件「博士の学位取得後の年数」につい
て、出産・育児休業等期間を除外して算出
・科研費「研究活動スタート支援」による復帰支援

2021年度国立大学法人運営費交付金「成果を中心
とする実績状況に基づく配分」でダイバーシティ環境醸
成の状況（15 億円）の指標に「女性教員比率」を含
む。

JST 次世代人材育成事業「女子中高生の理系進路選
択支援プログラム」：2022年度 0.4億円（概算要
求）

2021年度私立大学等経常費補助金「配分基準別記
８（特別補助）」で、 「保育支援の実施」「相談体制
の整備」「ライフイベントに応じた研究を支援する者の配
置」「女性研究者の在籍状況」を評価

「進路で人生どう変わる？理系で広がる私の未来」を
2017年度より実施、2020年度より動画セミナー公開

「男女共同参画の視点を取り込んだ理数系教科の授
業づくり～中学校を中心として～」を2020年公表普及



187（参考）CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷2021
科学技術基本法の制定から現在まで」
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RA制度

産業技術研究助成事業（経産省）

ポストドクター・インターンシップ推進事業

次世代産業創出人材育成・雇用拠点事業（経産省）

中小企業等の次世代の先端技術人材の育成・雇用支援事業（経産省）

イノベーション創出若手研究人材養成

ポスドク１万人

支援計画

ポスドク

１万人達成

大学の構造

改革の方針

新時代の

大学院教

育

第2次大学院
教育振興施策要綱

大学院教育

振興施策要綱

若手任期付研究員支援プログラム

若手研究A,B新設 2006：スタートアップ新設

大学改革
実行プラン

（2007改称：若手 ICT 研究者育成型研究開発）

頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム

重点研究支援協力員制度

特別研究員RPD制度

女性研究者支援モデル育成

産業技術フェローシップ事業（経産省）

流動促進研究制度

女性研究者養成システム改革加速事業

留学生

30万人

計画

国立大学
経営力戦
略

2011改称：先導的産業技術創出事業（若手研究グラント）

（2011改称：女性研究者研究活動支援事業）2015：ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ

URAを育成・確保するシステムの整備

2011：統合

若手先端IT研究者育成型研究開発（総務省）

科研費

研究開発型ベンチャー支援事業（起業家）

女性活躍推進のための基盤整備事業（経産省）

卓越研究員事業

2012改称：
ポストドクター・キャリア開発事業
として統合

第１期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画第２期科学技術基本計画 第４期科学技術基本計画 第５期科学技術基本計画

各大学の裁量で運用

募集終了

2018改称:
ICT研究者育成型研究開発

頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム

科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業

若手研究者の自立的研究環境整備促進
2011改称：テニュアトラック普及・定着事業

COE

「魅力ある大学院教育」イニシアティブ

先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム

卓越した大学院拠点形成支援補助金

2009改称：組織的な大学院教育改革推進プログラム

国立大学改革強化推進事業

研究大学強化促進事業

派遣型高度人材育成協同プラン

大学教育研究基盤強化促進費

グローバルCOE

産学人材育成パートナーシップ（経産省）

ものづくり技術者育成支援事業

サービス・イノベーション人材育成推進プログラム

大学院教育改革支援プログラム

博士課程教育リーディングプログラム

中長期研究人材交流システム構築事業（経産省）

グローバル人材育成推進事業
特色GP

現代GP 2008：教育GPに統合

グローバル30
大学の世界展開力強化事業

地（知）の拠点整備事業（大学COC）

（22大学を選定、10年間支援）

2015：地（知）の拠点大学による
地方創生推進（COC+）

スーパーグローバル大学

高大接続改革推進事業

大学等の海外留学支援制度

卓越大学院プログラム

2014：高度 IT 人材育成産学連絡会へ移行

地方大学・地域産業創生交付金産学連携による実践型人材育成事業

統合

経済社会の発展を牽引する
グローバル人材育成支援として統合

研究力向上
改革2019

科学技術に関する人材の養成・活躍促進及び理解増進
科学技術に関する人材の養成・活躍促進

統合

統合統合

学生支援緊急給付金
給付事業(COVID-19
対応)

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷2021 科学技術基本法の制定から現在まで」

人材育成【再掲】



188（参考）CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷2021
科学技術基本法の制定から現在まで」

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷2021 科学技術基本法の制定から現在まで」
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第１期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画第２期科学技術基本計画 第４期科学技術基本計画 第５期科学技術基本計画

生命倫理
委員会

「伝える人の
重要性に着目して」

人工知能と
人間社会に
関する懇談会

ヒトＥＳ細胞
の樹立に
関 する指針

科学者の
行動規範
改訂

「国民との
科学・技術対話」

日本学術会議
憲章

科学者の
行動規範
について

行政手続法
の)改正

「人々とともにある
科学技術を目指して」

生命倫理
専門調査会

ヒトゲノム研究
に関する基本原則

クローン
技術規制法

サイエンスキャンプ

子ども科学技術白書

サイエンスチャンネル（JST）
日本科学未来館（JST）

「理科ねっとわーく」へ移行IT活用型科学技術・理科教育基盤整備
（先進的デジタルコンテンツ開発）

化学物質と環境円卓会議（環境省）
社会技術研究開発センター（JST-RISTEX）へ組織変更

社会技術研究システム（JST）

新興分野人材養成

科学技術・理科大好きプラン
スーパーサイエンスハイスクール（SSH)

目指せスペシャリスト

食品に関するリスクコミュニケーション（厚労省）

国際科学技術コンテスト支援

大学パートナーシップ事業

理数大好きモデル地域事業

サイエンスカフェ（文科省/JST）

サイエンス・パートナーシップ・プログラム

サイエンスアゴラ（JST）

理科支援員等配置事業

理数学生応援プロジェクト

安全・安心科学技術プロジェクト

アジアサイエンスキャンプ

未来の科学者養成講座

理数系教員（コア・サイエンス・ティーチャー）養成拠点構築事業

中高生の科学部活動振興プログラム

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進（SciREX）

科学コミュニケーションセンター（JST）

「科学の甲子園」

リスクコミュニケーションのモデル形成事業

グローバルサイエンスキャンパス（GSC）

ジュニアドクター育成塾

軍事的安全保障
研究に関する声明

（H25～:文科省事業）
重要課題解決型研究等の推進

社会システム改革と研究開発の一体的推進事業

（H23～24:科学技術戦略推進費）

（H16～22：科学技術振興調整費）

科学技術コミュニケーション連携推進事業（JST）

2018：「科学と社会」推進部へ改組

世界科学
フォーラム
（ブダペスト
20周年）

情報ひろばサイエンスカフェ

グローバル人材の育成に向けたESDの推進
SDGs達成の担い手育成（ESD）推進事業

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム（JST）

科学技術と社会
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予算事業｜③女性研究者の活躍促進

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）
活動指標

（アウトプット） 政策評価
2019 2020 2021 2022

文部科
学省

科学技術に関する人材の
養成・活躍促進 42 34 30 26

 卓越研究員事業において公開さ
れたポストに就いた若手研究者
の数

 研究機関に在籍する研究者の
うち女性の割合

 研究開発者を採用した企業のう
ち、博士課程修了者を採用した
企業の割合

 支援対象の卓越研究員数
 ダイバーシティ研究環境実現イ

ニシアティブの支援件数
 サイエンス・インカレへの参加者数
 世界で活躍できる研究者戦略

育成事業における研究者育成
プログラムの対象者数

 技術士登録者数

 40歳未満の大学本務教員数
 大学における自然科学系の新

規採用教員に占める女性の割
合

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミニ
ストレーター組織の整備状況

文部科
学省 創発的研究支援事業 500 134 0.6 27

 採択された研究者（理学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 採択された研究者（工・農学
系）による、職務活動全体に
占める研究活動時間の割合の
平均

 採択された研究者（医学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 研究課題の採択件数
 創発の場の開催件数
 創発運営委員会の開催件数

文部科
学省 科学研究費助成事業 2364 2255 2576 2511

 科研費による論文数
 科研費による論文のうち国際共

著論文数
 科学技術・学術政策研究所が

実施する科研費における学術研
究・基礎研究についての挑戦性
への寄与に関する調査結果

 科研費による研究の成果の数
 科研費によるアウトリーチ事業

（ひらめき☆ときめきサイエンス）
への参加児童・生徒数

 複数年度にわたって研究費が使
用できる改革（基金化）の対
象となる研究課題の数

 科研費による論文数
 科研費の「挑戦性」への寄与に

関する調査結果（NISTEP定
点調査）

 科研費において、複数年度にわ
たって研究費が使用できる改革
（基金化）の対象となる研究
課題の数

 科研費の主要種目における新
規採択率

内閣府 女性活躍促進に向けた取
組に必要な経費 3 3 17 12

 法律に基づく推進計画を策定し
女性の活躍推進に取り組む地
方自治体（都道府県）の割合

 法律に基づく推進計画を策定し
女性の活躍推進に取り組む地
方自治体（市区町村）の割合

 女性の職業生活に係るワンス
トップ相談窓口の設置数

 地域女性活躍推進交付金事
業を行っている都道府県数

出典）行例事業レビューシート、基金シート
※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む
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府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）
活動指標

（アウトプット） 政策評価
2019 2020 2021 2022

厚生労
働省

ポジティブ・アクション周知
啓発事業 10 10 10 8

 男女雇用機会均等法の規定に
ついて、事業主に対し都道府県
労働局が実施した行政指導の
結果、年度内に是正された割合

 セミナー参加者に対するアンケー
ト調査の結果、取組の導入につ
いて検討する旨の回答を得た割
合。

 機会均等推進責任者を選任す
る事業所数

 ポータルサイトへの1月あたりの平
均アクセス件数

 ハラスメント対策支援セミナーへ
の１都道府県あたりの平均参加
者数

 労働災害による死亡者数
 労働災害による死傷者数（休

業４日以上）
 男女雇用機会均等法に基づき、

事業主に対し都道府県労働局
が実施した行政指導の是正割
合（年度内）

厚生労
働省

女性の活躍推進及び両
立支援に関する総合的情
報提供事業

2 1 1 1

 情報提供の媒体として使用する
ポジティブ・アクション情報ポータル
サイトへの年間アクセス件数

 女性の活躍推進企業データベー
スへの年間アクセス件数 25万
件以上

 ポジティブ・アクション応援サイト
登録企業数(前年度より増加)

 女性の活躍推進企業データベー
ス登録企業数（前年度より増
加）

 常時雇用する労働者が300人
以下の事業主の女性活躍推進
法に基づく一般事業主行動計
画策定届出件数（累計件
数）

内閣府 女性の参画拡大に向けた
取組に必要な経費 0.7 0.7 0.8 0.8

 国の本省課室長相当職に占め
る女性の割合（10%）

 民間企業の課長相当職に占め
る女性の割合（18%）

 都道府県職員の本庁課長相当
職に占める女性の割合
（16%）

 市町村職員の本庁課長相当職
に占める女性の割合（22%）

 大学の理学系の学生に占める
女性の割合（前年度以上）

 （１）政策・方針決定過程参
画状況調べ作成・配布

 （２）地方公共団体における
男女共同参画推進施策調査
（概要編、都道府県・政令指
定都市編、市区町村編）・配
布

 （３）女性役員登用に向けた
広報・啓発資料配布

 （４）女性活躍推進法特集サ
イトの更新等

 （５）夏休み期間における理
工チャレンジ（リコチャレ）イベ
ントの開催

出典）行例事業レビューシート、基金シート
※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む
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